
主な事務事業の見直し検討一覧

【保健福祉部】 （単位：千円）

（１） 非常勤職員の削減

子ども家庭課 家庭児童相談員費 12,826 12,826 ○ 市町村合併に伴う非常勤職員の削減

子ども家庭課 母子自立支援員設置事業費 23,342 23,342 ○
気仙沼保健福祉事務所志津川総合支所廃止に伴う非常勤職員
の削減

（３） 県立施設管理運営費の削減

社会福祉課 管理運営委託費（太白荘・人件費） 206,618 54,051 ○ 指定管理者制度の導入

社会福祉課 県社会福祉協議会施設管理委託費（人件費） 138,469 138,469 ○ 指定管理者制度の導入

社会福祉課 県社会福祉協議会施設管理委託費（管理経費） 17,866 17,866 ○ 指定管理者制度の導入

社会福祉課
県社会福祉協議会施設管理委託費（給与・財務会計等システ
ム維持費）

2,284 2,284 ○ 指定管理者制度の導入

医療整備課 運営管理費（総合衛生学院） 29,800 29,669 ○ 事務管理経費の節減

医療整備課 運営管理費（高等看護学校） 11,191 11,155 ○ 事務管理経費の節減

長寿社会政策課 介護研修センター運営事業 50,145 48,640 ○ 指定管理者制度の導入

子ども家庭課 管理運営委託費（さくらハイツ） 56,505 21,611 ○ 指定管理者制度の導入

子ども家庭課 管理運営委託費（コスモスハウス） 56,630 37,490 ○ 指定管理者制度の導入

子ども家庭課 管理運営委託費（母子福祉センター） 18,765 14,317 ○ 指定管理者制度の導入

子ども家庭課 管理運営委託費（乳児院） 232,026 100,894 ○ 指定管理者制度の導入

障害福祉課 管理運営委託費（身体障害者総合体育センター） 33,578 32,090 ○ 指定管理者制度の導入

障害福祉課 管理運営委託費（不忘園） 469,120 166,360 ○ 指定管理者制度の導入

（４） そのほか内部管理経費の削減

保健福祉総務課 事務費・保健福祉総務課 11,999 11,999 ○ 事務管理経費の節減

保健福祉総務課 事務費・保健福祉事務所 18,578 18,578 ○ 事務管理経費の節減

統合

見直しの概要
当初

予算額
廃止

課室名 事務事業名

平成１７年度 見直し区分

縮小 その他
うち

一般財源
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【保健福祉部】 （単位：千円）
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見直しの概要
当初

予算額
廃止

課室名 事務事業名

平成１７年度 見直し区分

縮小 その他
うち

一般財源

保健福祉総務課 設備管理費 14,826 14,826 ○ 事務管理経費の節減

保健福祉総務課 保健所職員現任訓練費 2,693 2,572 ○ 事務管理経費の節減

保健福祉総務課 保健所設備整備費 2,995 2,995 ○ 事務管理経費の節減

地域福祉課 新「みやぎの福祉・夢プラン」策定事業 11,316 11,316 ○ 事務事業見直しによる縮小

地域福祉課 夢プラン地域福祉おこし事業 6,811 6,811 ○ 事務事業見直しによる縮小

地域福祉課 夢プラン圏域推進事業 1,456 1,456 ○ 夢プラン地域福祉おこし事業に統合

医療整備課 ＡＥＤによる緊急救命措置普及事業 5,832 5,832 ○ ＡＥＤの設置数の減

医療整備課 教育費（総合衛生学院） 32,933 22,763 ○ 学科の閉科及び事務経費の見直し

医療整備課 宮城県ドクターバンク事業 13,243 13,243 ○ 事務管理経費の節減

健康対策課 地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ支援体制整備事業費 19,099 11,268 ○ 県リハビリテーション支援センター機能整備事業に統合

子ども家庭課 保育士養成事業費 12,261 3,001 ○ 事業内容見直しによる縮小

子ども家庭課 子ども総合センター管理費 23,488 23,393 ○ 事務管理経費の節減

子ども家庭課 中央児童館管理費 15,880 15,812 ○ 事務管理経費の節減

子ども家庭課 子どもメンタルサポート事業 11,475 5,451 ○ 事業内容見直しによる縮小

子ども家庭課 中央地域子どもセンター管理費 21,035 18,948 ○ 事務管理経費の節減

子ども家庭課 古川地域子どもセンター管理費 12,011 12,010 ○ 事務管理経費の節減

子ども家庭課 石巻地域子どもセンター管理費 4,211 4,211 ○ 事務管理経費の節減

子ども家庭課 さわらび学園管理費 30,289 13,433 ○ 事務管理経費の節減

障害福祉課 管理費（地域リハビリテーション支援センター） 22,404 16,499 ○ 事務経費の節減

障害福祉課 外来診療事業（精神保健福祉センター） 7,290 331 ○ 使用料収入（診療報酬）の増

（５） 市町村に対する補助等の見直し
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【保健福祉部】 （単位：千円）
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長寿社会政策課 在宅介護支援センター運営事業 543,273 181,363 ○ 介護保険制度改革による事業組み換え

長寿社会政策課 生活支援ハウス運営事業 28,659 28,659 ○ 三位一体改革分　所得譲与税措置により事業廃止

長寿社会政策課 老人福祉施設保護措置費 76,776 76,776 ○ 三位一体改革分　所得譲与税措置により事業廃止

健康対策課 感染症予防事業費　 29,153 14,982 ○ 感染症指定医療機関運営費補助金の見直しによる縮小

子ども家庭課 乳幼児医療助成事業費 1,034,680 1,019,342 ○ 一部自己負担の導入（平成19年度から）

子ども家庭課 乳幼児医療助成推進事業費 65,252 65,252 ○ 対象児童の自然減

子ども家庭課 産休病休代替者雇用費 38,338 38,338 ○ 産休病休代替保育士雇用に係る補助金の見直しによる縮小

子ども家庭課 へき地保育事業費 86,398 43,199 ○ 三位一体改革による交付金化により廃止

子ども家庭課 延長保育事業費 170,679 56,893 ○ 三位一体改革による交付金化により廃止

子ども家庭課 保育所地域活動事業 11,460 5,730 ○ 三位一体改革による交付金化により廃止

子ども家庭課 乳幼児健康支援一時預かり事業費 5,641 1,881 ○ 三位一体改革による交付金化により廃止

子ども家庭課 育児支援家庭訪問事業費 24,600 8,200 ○ 三位一体改革による交付金化により廃止

子ども家庭課 １歳６ヶ月健康診査事業費 6,740 6,740 ○ 三位一体改革による税源移譲により廃止

子ども家庭課 ３歳児健康診査事業費 8,515 8,515 ○ 三位一体改革による税源移譲により廃止

子ども家庭課 児童環境づくり基盤整備事業費 6,259 3,130 ○ 三位一体改革による交付金化により廃止

障害福祉課 ひとりぐらし老人等緊急通報システム整備事業 2,434 2,434 ○ 市町村負担金導入による減

障害福祉課 知的障害者援護施設特別処遇加算補助 51,711 51,711 ○ 補助対象施設数の見込減

障害福祉課 精神障害者通所授産施設等運営費補助 157,182 73,092 ○ 自立支援法の施行による費用負担区分の変更

（６） 公社等外郭団体に対する補助等の見直し

長寿社会政策課 明るい長寿社会づくり推進事業 61,906 50,793 ○ 事業内容見直しによる縮小

社会福祉課 生活福祉資金貸付事業 16,304 8,175 ○ 生活福祉資金貸付に係る事務費補助の縮減
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【保健福祉部】 （単位：千円）
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社会福祉課 県社会福祉協議会補助 76,708 76,708 ○ 人件費補助の見直し

社会福祉課 なかやま山荘増築工事借入金利息償還補助 1,863 1,863 ○ 県社会福祉協議会に補助している利息償還補助の廃止

社会福祉課 県ボラティアセンター運営事業 19,401 15,876 ○ 福祉教育・ボランティア学習協力校のH15指定校期間終了

社会福祉課 地域福祉推進支援事業 27,327 26,664 ○ 市町村社会福祉協議会補助の縮小

社会福祉課 民生バス運行事業 15,905 15,905 ○ 県社会福祉協議会に補助している民生バス運行事業の廃止

（７） 各種団体に対する補助等の見直し

医療整備課 医療施設等施設・設備整備費補助事業 12,641 6,321 ○ 事業実施希望の皆減

医療整備課 院内保育事業運営費補助事業 55,087 27,564 ○ 補助対象施設の保育児童数の減

医療整備課 災害時救急医療体制整備推進事業 13,928 13,928 ○ 終期到来（体制整備の終了）

医療整備課 周産期医療対策事業 42,935 24,046 ○ 国の基準単価の減

健康対策課 定期健康診断予防接種事業 6,204 6,204 ○ 結核予防法の改正に伴う健診対象者の減（自然減）

健康対策課 在宅難病患者人工呼吸器等整備助成事業 1,258 1,258 ○ 所期の事業目的を達成したため廃止

健康対策課 女性の健康対策推進事業 2,348 2,348 ○ 健康相談事業、事業関係者を対象とした研修会の見直しによる減

障害福祉課 知的障害者グループホーム整備促進事業 17,850 17,850 ○ 補助対象箇所数の見込減

（８） 県民に対する補助等の見直し

地域福祉課 共生型地域生活援助事業 29,000 29,000 ○ 終期到来

社会福祉課 援護団体関係指導助成事業 3,610 3,610 ○ 遺族会補助の見直し等

子ども家庭課 児童扶養手当給付費 1,799,896 456,904 ○ 市町村合併による市への事務移譲による減

障害福祉課 身体障害者社会参加総合推進事業 46,908 18,785 ○ 補助金額の見直しによる節減

（９） 民間委託事業の見直し

地域福祉課 社会福祉従事者研修 15,630 15,630 ○
委託業務内容の見直し（人件費相当の削減及び実費相当額の自
己負担の導入）
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【保健福祉部】 （単位：千円）
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医療整備課 救急医療情報センター運営委託事業 132,782 95,869 ○ 救急医療情報センター運営に係る委託費の削減

医療整備課 救急医療確保対策費 57,885 57,885 ○ 救急搬送患者の受入促進事業委託費の見直しによる縮小

医療整備課 地域医療対策委託事業 16,280 16,280 ○ 地域医療対策委託事業の委託費見直しによる縮小

医療整備課 訪問リハビリテーション調査研究事業 9,000 9,000 ○ 終期到来

医療整備課 小児救急医療対策事業 9,500 9,500 ○ 事業の平年度ベース化による減

医療整備課 救急医師養成事業 7,000 7,000 ○ 事務経費の見直し

長寿社会政策課 高齢者総合相談センター運営事業 20,012 20,012 ○ 委託事業内容見直しによる縮小

健康対策課 地域巡回歯科保健対策事業 10,563 9,953 ○ 特養ホーム等巡回歯科保健対策事業の見直しによる縮小

子ども家庭課 先天性代謝異常検査事業費 21,706 21,706 ○ 検査業務委託費の見直しによる縮小

障害福祉課 授産施設等地域活動支援事業 2,060 2,060 ○ 委託内容の見直しによる縮小（研修会の見直し）

障害福祉課 ホームヘルパー養成研修事業 3,172 1,791 ○ 委託内容の見直しによる縮小（２級養成研修スクラップ）

障害福祉課 職親制度事業 23,788 23,788 ○ 委託延べ日数の削減

障害福祉課 高次脳機能障害支援モデル事業 8,000 4,024 ○ 厚生年金病院への委託事業の見直しによる縮小

障害福祉課 就労支援事業費 7,824 6,455 ○ 委託内容の見直しによる縮小（就労アドバイザー再研修の廃止等）

障害福祉課 社会的引きこもりケア体制整備事業 5,020 5,020 ○ 事業見直しによる委託料の減

（10） そのほか事務事業の見直し

保健福祉総務課 気仙沼保健福祉事務所整備事業 642,000 493,000 ○
自然減（H17：新庁舎庁舎建設工事等経費→H18：旧庁舎解体工
事等経費）

社会福祉課 生活保護扶助費 3,138,608 784,652 ○ 市町村合併に伴う費用負担変更

社会福祉課 施設事務費 59,264 14,816 ○ 市町村合併に伴う費用負担変更

社会福祉課 被保護世帯調査費 4,452 4,452 ○ 市町村合併に伴う費用負担変更

医療整備課 看護学生等修学資金貸付事業 48,550 △ 1,450 ○ 貸付償還金の国庫返還金の減
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【保健福祉部】 （単位：千円）
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長寿社会政策課 ひとりぐらし老人等緊急通報システム整備事業 53,750 53,750 ○ 市町村からの負担金徴収等による縮小

長寿社会政策課 介護保険事業支援計画策定等事業 4,006 4,006 ○ 計画策定事業終了による縮小

長寿社会政策課 介護保険制度対策事業 6,423 6,423 ○ 計画策定事業終了による縮小

長寿社会政策課 介護サービス第三者評価体制整備事業 1,000 1,000 ○ 終期到来

長寿社会政策課 介護サービス第三者評価モデル事業 2,872 1,436 ○ 国の事業見直しによる組み換え

長寿社会政策課 介護福祉士等修学資金貸付事業 5,710 3,376 ○ 事業内容見直しによる縮小

長寿社会政策課 認知症介護実務者総合研修事業 12,000 6,167 ○ 研修事業見直しによる縮小

健康対策課 結核医療措置事業 63,202 17,450 ○ 命令入所患者医療の支払見込件数の減（自然減）

健康対策課 特定疾患治療研究事業 1,545,805 780,908 ○ 治療研究事業費の見込額の減（自然減）

健康対策課 小児慢性特定疾患治療研究事業 332,550 166,967 ○ 治療研究事業費給付見込件数の減（自然減）

健康対策課 遷延性意識障害者対策事業 89,448 89,448 ○ 事業対象見込患者数の減（自然減）

健康対策課 ＡＬＳ等綜合対策事業 29,111 24,749 ○ 国庫見込額増等による減

子ども家庭課 児童自立生活援助事業費 7,270 7,270 ○ 事業内容の見直しによる縮小

子ども家庭課 親（母）と子の宿泊型生活サポート事業費 38,000 38,000 ○ 事業の一部完了（ハード）による減

子ども家庭課 旧保育専門学院解体費 43,000 43,000 ○ 終期到来（解体工事の完了による）

障害福祉課 特別障害者手当等給付費 158,021 39,506 ○ 市町村合併に伴う費用負担の変更

障害福祉課 民間施設等措置費 1,096,286 509,981 ○ 措置委託人数の減（自然減）

障害福祉課 福祉サービス第三者評価推進事業 1,000 1,000 ○ 事業見直しによる他事業との統合

障害福祉課 障害者ケアマネジメント推進事業 2,542 1,892 ○ 事業内容の見直しによる縮小

障害福祉課 障害者ケアマネジメント制度導入モデル事業 1,748 1,748 ○ 終期到来

薬務課 薬物乱用防止テレビ啓発事業 2,000 2,000 ○
終期到来（薬物乱用防止ビジュアルコンテスト優秀作品のテレビ
放映終了）
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【保健福祉部】 （単位：千円）

統合

見直しの概要
当初

予算額
廃止

課室名 事務事業名

平成１７年度 見直し区分

縮小 その他
うち

一般財源

薬務課 若年者献血推進事業 5,694 5,694 ○ 啓発普及事業の広報媒体の変更等事業内容の見直し

薬務課 非常災害用医薬品確保対策事業 4,943 4,943 ○ 救急医療セットの医薬品の更新量の減（自然減）
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